















































の仕組みを用意している。（1） 第一層審判所（移民・庇護部）（First-tier Tribunal 




































































































































































































































































































高等法院から UTIAC へと大幅に移管したものである。UTIAC への移管は 2 つの
理由から行われた。第 1に，事案件数が高等法院にとっては多すぎるものとなって


























































































が問題となった。2014 年に， 約 3 万の海外学生が受験する英語の語学試験の評価に
おいて，不正が広く行われていることを明らかにしたとするテレビ番組が放送され



















する代わりに，原告を退去させるのに，1999 年移民及び庇護法（Immigration and 
























































































































ものであるため，本件とは対照的である。」 〔訳者注：Mohibullah case, ［89］–［90］.〕
2016 年移民法（Immigration Act 2016）が人権事案においても国外からの不服申
立ての利用をかなり拡張する規定を導入したことも加味すると，こうした指摘は特
に重要であろう。今後を考えると， 将来の人権に係る不服申立てを認定する （certify） 
内務省の決定が国外からのみ追行可能となると，当該決定は，不服申立手続を効果
的でなく公正でないものとしたことを理由に争われることが想定されよう※11。
4　Kiarie and Byndloss 事件
注目したいもう一つの重要な事案は，移民に関し国外からの不服申立てにおける
































 1）　House of Commons Special Standing Committee on the Immigration and Asy-
lum Bill 1999, 11 May 1999, col 1413 （Mike O’Brien MP）. 
 2）　Ministry of Justice, “Grayling: No more using judicial review as a cheap delaying 
tactic” 23 April 2013, available at: https://www.gov.uk/government/news/grayling-
no-more-using-judicial-review-as-a-cheap-delaying-tactic. 〔訳者注：2018年12月18
日に最終アクセス〕See also Hansard HC Debs, vol 589, col 1252, 16 Decem ber 2014. 
 3）　2004 年に政府は，移民に係る司法審査を完全に廃止しようとしたが，失敗した。
See R. Rawlings, “Review, Revenge and Retreat” （2005） 68 Modern Law Review 378.  






雇用の権利に係る効果的な救済を制限するとして EU 法上も違法と判断した。〕  
 5）　R (Mohibullah) v Secretary of State for the Home Department ［2016］ UKUT 561 
（IAC）. 
 6）　Ibid, ［73］. 
 7）　Ibid, ［69］. 






 9）　Immigration Act 2014, s 17; Immigration Act 2016 s 63. 





11）　Kiarie and Byndloss, supra note 8, ［70］–［74］ （Lord Wilson）. 
　 訳注
＊ 本翻訳は，科研費助成に基づく研究活動として開催し，2018 年 3 月 29 日・30 日に
南山大学で行われたイギリスにおける司法権力と行政的正義に関するセミナーでの







































※10　この引用は，Majumder v Secretary of State for the Home Department (Rev 1) 
［2016］ EWCA Civ 1167 における第二層審判所の判示（［104］）を，本件審判所が引
用した部分である。Majumder 事件（別名，SM and Qadir 事件）は，本件（Mo-
hibullah 事件）と同じく，英語語学試験の評価における不正に基づく内務大臣によ
る滞在許可取消しを争ったものである。
※11　2016 年移民法 63 条は，人権に係る不服申立てについて明確に根拠を欠くと大臣
が認定した場合などにおいて，イギリス国内にいる間の不服申立てを認めないこと
とした。それによって，人権に係る不服申立ての結果が出るまで強制送還ができな
いという状況に政府は対応しようとしているが，他方で，そうした事案では国外か
らの不服申立てで争わざるをえないことになる。
〔付記〕　本翻訳は， JSPS科研費助成15K21483，16K13318による研究成果の一部である。
